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近年，道路状況や自動車を用いたトリップの状況を把握するための手段として，プローブカーデー

タが用いられるようになった．その中でも ETC2.0 によるデータは全国レベルでの包括的なデータが

得られるという特徴がある．一方，ETC2.0車載機の普及はまだ途上であってその活用も途上にあるた

め，データの特性についてはまだ知られていないことも多い．本稿では，ETC2.0による全国プローブ

カーデータの特性を，既存の統計である道路交通センサスのデータと比較することにより検証を行っ

た．結果，ETC2.0データでは「長距離トリップ」「高速道路を使うトリップ」「所得が高い市区町村

から発生するトリップ」がよく捕捉されてする一方，そうでないトリップについては相対的にサンプ

ル率が低いことがわかった． 
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1. はじめに 

 

近年，全国の道路状況，交通量，旅行速度や自動車を

利用したトリップの状況を把握するための新たなデータ

としてプローブデータというものが用いられるようにな

ってきた．プローブデータとは自動車の位置情報やその

時刻，走行速度，車両挙動などの走行履歴データのこと

である．プローブデータを利用することで，車両の移動

履歴や OD を把握することが可能になる．その中でも

ETC2.0 プローブデータとは自動車に搭載されている

ETC2.0 対応車載器や ETC2.0 対応カーナビがプローブデ

ータを蓄積するものである．このデータを ITSスポット

と呼ばれる道路上に設置している機器と通信を行うこと

で取得する． 

従来の調査方法では，多大な労力やコストを要するた

めに調査が限定的になっていたが，ETC2.0 プローブデ

ータは機械的にデータを取得するため，車両が走行さえ

すれば比較的安価で全国の精密なデータが取得できる．

国土交通省では 2011年度から ETC2.0プローブデータの

収集を開始し，2013年度から活用に向けた取り組みを行

っている 1)．このようにETC2.0プローブデータの活用が

近年進んでいる． 

 ETC2.0 を用いた研究として，例えば，平井ら 2)は，

ETC2.0 データの走行履歴をを用い，高速道路での個々

の車両の休憩行動の分析を行い，休憩行動の実態分析を

行っている． このように活用事例はすでにあるものの，

ETC2.0 データはまだ新しいデータであるため，数とし

ては多いとはいえない． 

一方，プローブデータに関してはこれまでにタクシー

やトラックに位置情報や走行経路等を取得できる機器を

設置してプローブデータを取得して行われた研究や，自

動車メーカーやカーナビメーカーが会員制カーナビに搭

載されたGPS機能付きのカーナビからプローブデータを

取得して行われた研究は存在する．例として，橋本ら 3)

は，ボトルネック交差点とその影響範囲の特定方法を提

案している．この方法により，複数ボトルネックが近接

している場合のボトルネック相互の影響関係などを把握

することが可能であることを示している．菊池ら 4) は，

プローブデータから車両の減速度の算定を行い，急減速

挙動の発生地点などを把握した．これを用いて，交通安

全対策事業が行われた区間において事業の前後での急減

速挙動の発生状況を比較し，事業の評価を行っている．

清水ら 5) は，タクシーのプローブデータの生活道路走行

履歴を用いて速度と街路特性と沿道特性の関係を分析し，

生活道路における走行速度抑制施策の効果を検証してい

る．関谷ら 6) は，プローブ旅行時間データの取得状況と
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旅行時間信頼性指標値の信頼度との関係を分析している．

一定の信頼度で指標を算定するために，旅行時間のばら

つきの大きな区間の場合や評価対象日数が増加した場合

などで必要なデータ取得日数がどのように変化するかを

示している．横田ら 7) は，貨物車のプローブデータを用

い，大阪・南港発のトリップを例に方向別の道路ネット

ワークサービスレベルの格差を調べる試みを行っている．

また，トリップの起終点に対して都市高速道路の利用の

有無と，その結果得られる旅行速度の関係を調査し，都

市高速が旅行速度の向上に大きく貢献していることを示

している．玉川ら 8)は，定期集配車両に着目し，日々の

道路交通状況や道路ネットワークの条件などと集配送行

動の関係の分析を行い，貨物車の道路利用に関する行動

特性および行動意思決定要因の解明を行っている．門間

ら 9)は，プローブデータをもとに加工した旅行速度デー

タを活用して，東日本大震災前後の東京都内の交通サー

ビスについて分析を行っている．その結果，道路交通サ

ービスの影響をある程度把握することができることを示

唆している．清田ら 10)は，東日本大震災で発生したグリ

ッドロック現象に着目し，タクシーのプローブデータを

用い，グリッドロック現象の時空間的拡大のプロセスの

分析，ボトルネック箇所の抽出を行っている．また，グ

リッドロック構造の考察も行っている．Fengら 11)は，幹

線道路の旅行時間特性を把握するために，EM アルゴリ

ズムとベイズアルゴリズムを用いて旅行時間分布の推定

を行っている．Zhu ら 12)は，欠損を含むデータを処理す

るアルゴリズムに基づく圧縮センシングを提案している．

このアルゴリズムを実際のプローブデータに適応したと

ころ，他のアルゴリズムより優れていた．また，プロー

ブデータの 80%が欠損していた場合であっても，20%の

誤差で推定できることを確認している．プローブデータ

に関する研究は数多く行われているが，これらはある道

路の一部の区間やある 1つの都市圏の中で分析を行った

ものがほとんどであり，プローブデータを用いた全国レ

ベルの研究もほとんどされていない．ETC2.0 は全国規

模で取得されるデータであり，これらの既存研究の事例

を超えた活用が期待できよう． 

ETC2.0 プローブデータは活用事例も少なく，その特

徴についての定量的分析も進んでいない．特に，既存の

全国レベルの統計である道路交通センサスデータと比較

することは，ETC2.0 プローブデータの特徴を知るため

に重要であり，今後このデータを活用するために必要で

あるといえよう．本研究では，特に， 道路交通センサ

スデータよるトリップ数や走行距離を基準として，

ETC2.0 プローブデータが捕捉するトリップや走行距離

の比率（サンプル率）がどの程度であり，どの程度のバ

イアスが存在するかを定量的に検証する． 

 

２．使用データ 

 

本研究では，平成 22 年度道路交通センサスデータ，

ETC2.0 プローブデータ，課税対象所得，ETC2.0 車載器

セットアップ数のデータを使用する．道路交通センサス

に関しては，平成 27 年度にも実施されてはいるが，研

究実施時点において平成 27 年度のデータは入手不可能

であった．そのため入手可能なデータの中で最新のもの

である平成 22 年度の道路交通センサスデータを使用し

ている．一方，ETC2.0 については平成 27 年度のデータ

を使用している．そのため，2 つのデータで統計年が 5

年ずれていることには注意しなければならない． 

 

(1) 平成22年度道路交通センサスデータ 

 平成 22 年度道路交通センサスデータのうち，自動車

起終点調査（OD 調査）を用いる．データはトリップ単

位で掲載されており，各トリップには拡大係数が設定さ

れている．拡大係数を用いることにより量の集計が可能

となる． 

 OD 調査の対象の車両は 3 輪以上の自動車の内，軽自

動車・乗用車・バス・軽貨物車・小型貨物車・貨客車・

普通貨物車・特種車である．本研究では，車種を区分す

るさいには「小型車」と「大型車」に分ける．表-1 で

道路交通センサスの各車種が小型車と大型車にどのよう

に分類されるかを示す． 

 

(2) ETC2.0 データ 

 ETC2.0 で観測される車両軌跡は，まずは，各車両の

観測点の緯度経度と観測時刻からなる移動軌跡がそのま

ま格納されているドットデータとして取得されている．

これにトリップ分割処理とマップマッチング処理を行っ

て，DRM（デジタル道路地図）の基本道路ネットワー

ク上の経路に変換する．これらの処理はドットデータを

直接して実施している．トリップ分割については，基本

的にエンジンがオンになってからエンジンがオフになる

までか，もしくは，連続する 2つのドットデータ間で時

間間隔が 30分以上で，かつ速度が 20km/h未満であった

場合にトリップを区切るようにしている．なお，ドット

データにおいては，車両のエンジンがオンになってから

の約 500m のデータと車両のエンジンがオフになるまで

の約 500m のデータは詳細な起終点を秘匿することを目

的に消去されている．そのため，消去後にデータが残っ 

 

表-1 道路交通センサスの本研究での車種分類 

センサスでの車種 本研究での分類 
軽自動車・乗用車・軽貨物車・

小型貨物車・貨客車 
小型 

バス・普通貨物車・特種車 大型 
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ている区間の起終点がデータ上の起終点となる． 

今回の分析では道路交通センサスと季節を合わせるこ

と（さらにいえば，平成 27 年度のセンサスデータが利

用可能になったときの再比較を容易にすること）を目的

として，平成 27年 10月 1日から 12月 31日までのデー

タを用いた．車両軌跡データは ETC2.0 車載器搭載車が

ITSスポットを通過した際に，ITSスポットを経由して送

信され，サーバに保管される．車載器が記録できる軌跡

データの量には上限があるため，ITS スポットを長期間

にわたって通過しない場合には取得できずに捨てられて

しまうデータがあることに注意したい．図-1 で平成 28

年4月1日現在でのITSスポット配置図13)を示している．

高速道路上に多く設置されていることが分かり，一般道

に関しては，長野県内の国道 19 号に６箇所 14)，山梨県

内の国道 20号に 6箇所 14)，静岡県内の国道 52号に 2箇

所 14)，三重県内の国道 25号に 2箇所 15)と国道 42号に 4

箇所 15)となっている．また，道の駅や商業施設の駐車場

等に 10箇所程度 13)設置されている． 

表-2 で ETC2.0 のデータにおいて小型車と大型車に分

類する際の定義を示している．ETC2.0 では自動車の車

種と用途に関するデータが格納されている．これらは道

路交通センサスのものとは 1対 1に対応しないので，表

-2のような分類により双方で定義する小型車と大型車が

できるだけ同じものになるようにしている． 

 

(3) ETC2.0セットアップ率 

 ETC2.0車載器のセットアップ数は，ETC総合情報ポー 

 

 
図-1 全国の ITSスポット配置図 1) 

 

表-2 ETC2.0の本研究での車種分類 

 自動車の用途 
乗用 貨物 特殊 

 
車

種 

大型 大型 大型 大型 
普通 小型 大型 大型 
小型 小型 小型 小型 

軽自動車 小型 小型 小型 

タルサイト 16)において都道府県別の統計が公開されてい

る．本研究では，ETC2.0 の累積セットアップ数から再

セットアップ数を引いたもの，つまり，新規にセットア

ップされた ETC2.0の累積数を ETC2.0セットアップ数と

する．また，累計セットアップ数と併せて，各都道府県

の自動車保有台数を用いてセットアップ率を算出する．

各都道府県の累計セットアップ数を各都道府県の自動車

保有台数で除することでセットアップ率を算出する．こ

のセットアップ率は ETC2.0 の普及率とみなすことがで

きる．自動車保有台数は一般財団法人自動車検査登録情

報協会が公開する値 17)を用いる．この値は車種別（乗用

車・貨物車・乗合者・特種車・二輪車）に分けて整理さ

れている．この中で，乗合車と二輪車を除いた値を，普

及率を計算する際の分母として用いる． 

 

(4) 課税所得データ 

 ETC2.0 車載器を搭載するには一定の費用負担が必要

となるため，ETC2.0 の普及率は車両の所有者の所得が

影響されていると予想される．市町村単位で集計されて

いる所得に関連するデータとして，本研究では内閣府が

提供する納税義務者 1人あたり課税対象所得額 18)を用い

る．このデータには統計年が複数あるが，道路交通セン

サスに合わせ，平成 22 年度のデータを用いる．なお，

市町村の区分については平成 22 年よりも後のものを用

いているため，センサスや ETC2.0 の区切りとは異なる．

整合性を取るために，合併があった市町村については，

合併後の数字を合併前の市町村にそのまま割り付けてい

る．行政区別のデータは存在しないため，政令指定都市

については全区について各市の平均値を割り当てる． 

 

表-3 地方の分類 

地方名 都道府県 
北海道 北海道 
東北 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 

山形県 福島県 
関東 栃木県 群馬県 埼玉県 茨城県 

千葉県 東京都 神奈川県 
北陸 新潟県 富山県 石川県 福井県 
中部 山梨県 岐阜県 静岡県 愛知県 

三重県 長野県  
近畿 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 

奈良県 和歌山県 
中国 岡山県 広島県 鳥取県 島根県 

山口県 
四国 香川県 愛媛県 徳島県 高知県 
九州 福岡県 佐賀県 長崎県 大分県 

熊本県 宮崎県 鹿児島県 
沖縄 沖縄県 
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(5) 地方の定義 

 本研究では，地方ごとに分析を行う場合があるが，そ

の際は各都道府県を 10 の地方に分類する．表-3 で具体

的な定義を示す． 

 

 

３．データの比較・分析 

 

ETC2.0 データの特性の把握を道路交通センサスデー

タと比較することにより行った． 

 

(1) 平日総トリップ数とサンプル率 

 表-4 は道路交通センサスデータと ETC2.0 データに基

づいて平日（期間内 58 日間）の総トリップ数と，それ

から計算される ETC2.0 データのセンサスに対する（ト

リップ数ベースでの）サンプル率を示す．小型車と大型

車の分類は2章で述べた定義に従う．サンプル数は0.1% 

程度であり，小型車と大型車で大きくは変わらない値と

なっている． 

 

(2) 地方別発生交通量 

 図-2，図-3 で各地方別の発生交通量を車種別に示して

いる．数値については，道路交通センサスについては実

数で表している．一方，ETC2.0 については合計がセン

サスの実数に合うよう，データを全国平均の ETC2.0 の

サンプル率で除している．小型車については，東京・名

古屋・大阪の三大都市圏を含む関東・中部・近畿地方で

ETC2.0 の方が交通量が多くなっていた．これは，三大

都市圏において ETC2.0 の普及率が高いことが理由であ

ると考えられる．大型車については，小型車と異なり，

関東・中部・近畿地方は ETC2.0 がセンサスを下回って

おり，東北・北陸・中国・四国地方でセンサスを上回っ

ている．センサスが平成 22 年度のデータであるのに対

し，ETC2.0 のデータは平成 27 年度のデータであるため，

東日本大震災後の復興事業や，公共投資に関する環境の

変化による影響が推測できるが，明確な理由は不明であ

る． 

 

(3) 都道府県別 ETC2.0 セットアップ率

と発生交通量サンプル率 

 都道府県別の ETC2.0 セットアップ率と都道府県別の

ETC2.0のサンプル率の相関について分析する．図-4に， 

 

表-4 平日の車種別トリップ数とサンプル率 

 平日小型 平日大型 
センサス 142,334,684件 12,746,035件 
ETC（１日平均） 189,851.57件 13,710.43件 
サンプル率 0.133% 0.108% 

ETC2.0 セットアップ率と ETC 発生交通量サンプル率の

関係を示す．各ドットは各都道府県の ETC2.0 セットア

ップ率と ETC2.0 発生交通量サンプル率の関係を表して

いる．図中の回帰直線は切片を 0に固定して計算してい

る．これは，セットアップ率が 0であれば，ETC発生交

通量サンプル率も 0となることを考慮して設定している． 

 

 

図-2 地方別発生交通量（小型車） 

 

 
図-3 地方別発生交通量（大型車） 

 

 

図-4 セットアップ率と発生交通量の 

ETCサンプル率との関係 
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図-5 ETCサンプル率（発生交通量，小型車） 

 

 

 
図-6 ETCサンプル率（発生交通量，大型車） 
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回帰直線の傾きは約0.07となった．つまり，ETC2.0のセ

ットアップ率が 1 ポイント上昇してもサンプル率は約

0.07 ポイントしか上昇しないことを示している．この結

果は，すべての自動車が ETC2.0 を設置したとしても，

トリップのサンプル率は 7%程度にしかならず，残りの

データは取りこぼしてしまうことを示唆している． 

 

(4) 市町村別ETC2.0サンプル率 

各市区町村別のETC2.0サンプル率を算出する．各市 

区町村のサンプル率については発生交通量についてのみ

分析を行う．図-5，図-6 で発生交通量の ETC2.0 サンプ

ル率を車種別に示している．小型車の結果を見ると，サ

ンプル率は 2節の地方別発生交通量と同様に三大都市圏

において他よりも大きいことが確認できる．このほか，

一部地域でサンプル率が高くなっている場合がある．原

因については明確でないが，この地域を訪れる車両が多

いことや高速道路の SA・PAや道の駅などで長時間滞在

することでトリップが区切られ，発生交通量が多くなっ

ていることが一つの原因として考えられる． 

これに対し，大型車も 2節で得られた結果と同様に，

東北・北陸・中国地方でサンプル率が高くなっている．

明確な原因は不明である． 

 

(5) ETC2.0サンプル率と所得 

 前節までの分析結果から，小型車に関しては三大都市

圏のような大都市において ETC2.0 サンプル率が高くな

る傾向が見受けられた．ETC2.0 車載器を搭載するのに

は費用を要することを考慮すると，市区町村ごとの発生

交通量は，その市区町村の所得レベルと相関があること

が想定される．所得レベルを示す指標として 2章で説明

をした，納税義務者 1人あたり課税対象所得額を用いる．

図-7で納税義務者1人あたり課税対象所得額と発生交通

量に対する ETC2.0 サンプル率の関係を，図-8 で納税義

務者 1人あたり課税対象所得額の昇順と発生交通量に対

するETC2.0サンプル率の関係を示している． 

 結果から，平均課税所得が低くてもサンプル率が高い

市町村がいくつか存在するものの，所得が上昇するにつ

れて ETC2.0 のサンプル率も上昇するという傾向がある

ことが明らかとなった． 

 

(6) 東京都・大阪府からのOD交通量サンプル率 

 図-9 で東京都起点の，図-10 で大阪府起点の OD 交通

量の ETC2.0 のサンプル率を示している．地図上でのピ

ンク色は道路交通量あるいはETC2.0のOD交通量が0で

あった市町村を示している．起点から各市町村を終点と

するトリップの交通量を ETC2.0 のサンプル率で色分け

している．どちらのケースでも起点周辺への交通量では 

 
図-7   納税義務者 1人あたり課税対象所得額と発生交通量 

に対するETCサンプル率の相関 

 

 

図-8 納税義務者 1人あたり課税対象所得額の昇順と 

      発生交通量に対するETCサンプル率の相関 

 

サンプル率が比較的低いということが確認できる．対照

的に，起点から少し離れた地方への交通量はサンプル率

が比較的高くなっている．また，起点から長距離の地点

への交通量についてはどちらかの交通量データが 0であ

るためにでサンプル率が取れていない場合が多いが，取

れている場合にはサンプル率が高くなっていることが確

認できた． 

 この原因の 1つとして，ITSスポットの設置箇所が図-

1 に示したように高速道路上に偏っていることが挙げら

れる．ETC2.0車載器などに蓄積されたデータは ITSスポ

ットを通過しなければ取得できない．蓄積されるデータ

の容量にも上限がある．つまり，高速道路にほとんど，

あるいは全く乗らない車両のデータを取得できていない

可能性がある．ゆえに，高速道路を使うことがあまりな

い短距離のトリップのサンプル率が低くなり，高速道路

を使う可能性が高い少し離れた地方へのトリップのサン

プル率が高くなっていると考えられる． 
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図-9 東京都起点のOD交通量サンプル率（小型車） 

 

 

  

図-10 大阪府起点のOD交通量サンプル率（小型車） 
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表-5 ETC2.0地方間ODのサンプル率（小型車，パーセント） 

 
 

(7) 地方間OD交通量 

 道路交通センサスに対するETC2.0の地方間OD交通量

のサンプル率を算出する．地方の定義は 2章で示したも

のを用いる．表-5で算出した小型車の地方間 OD交通量

のサンプル率を示している．小型車については，同一地

方の内々ODのサンプル率は 0.01%から高くても 0.20%と，

小さい値であることが確認できる．一方，異なる地域間

でのサンプル率は内々OD よりも高くなっている．これ

は，前節の東京都・大阪府からの交通量サンプル率の結

果と一致する．特に関東四国間や関東九州間では 10%を

超える値となっている．ETC2.0 はセンサスよりも緒距

離のトリップを取りやすいという可能性が考えられる．

原因については前節と同様に，高速道路上のデータが取

得されやすいからであると考えられる． 

 

(8) 名古屋・松山のリンクごとのサンプル率 

 市街地の ETC2.0 交通量サンプル率の分布について特

徴を確認するため，小型車データについて可視化を行っ

た．名古屋市と松山市の中心部周辺を例とした．図-11

で名古屋市を，図-12 で松山市を示している．各リンク

についてサンプル率で色分けを行っている．  

図-11と図-12の結果は，いずれの都市でも，高速道路

周辺でのサンプル率が高い一方で，高速道路から遠いと

サンプル率が下がる傾向があることを示している．名古

屋市とその周辺では名古屋高速や名古屋第二環状道とい

った都市高速ネットワークが発達しており，都心部まで

高速道路が入り込んでいる．そのため，都心部で

ETC2.0 のサンプル率が高くなっている．しかし，名古

屋駅から南西方面では，サンプル率がやや低くなってい

る．この地域は名古屋第二環状道が未供用で高速道路が

通っていないことに注意したい． 

 松山市でも高速道路が市街地からやや離れた場所を通

っている．南東部の高速道路においてサンプル率が高く

なっているのが確認できる．続いて，サンプル率が高い

のが国道 11号線や国道 33号線である．いずれも都市間

交通を担う道路である．一方，都市内輸送を担うその他

の道路についてはサンプル率が低くなる傾向がある． 

  

(9) 旅行時間の比較 

 トリップの旅行時間分布について分析を行う．この分

析では平日の小型車のトリップかつ同一日内で完結する

トリップだけに限定している．図-13 でそれぞれのデー

タに基づく旅行時間の分布を示している．横軸は旅行時

間であり，目盛りの値 Nは，N時間から，N+1時間未満

の旅行時間を表している．縦軸は累積割合であり，目盛

りが対数となっている．図-14は図-13を累積分布に書き

換えたものである． 

 図-13 と図-14 で ETC2.0 をセンサスと比較すると，

ETC2.0 は旅行時間の長いトリップの取得率が高く，旅

行時間がおよそ 1時間未満の短いトリップの取得率が低

いということが明らかとなった．しかし，図-14 上で旅

行時間が 0時間，つまり 0秒から 14分 59秒については

ETC2.0 の方がトリップの取得率が高くなっている．こ

の結果を詳細に分析するために，に図-15 で旅行時間が

15 分以下のトリップについての累積分布を示している．

横軸は旅行時間を表しており，0 分は 0 秒～59 秒，1 分 

は 60秒から 119秒を意味している．結果から ETC2.0で

は旅行時間 0 分のトリップがおよそ 5%存在することが

確認できる．さらに細かく分析すると旅行時間 0秒のト

リップが約 2.5%存在することが明らかとなった．実際

に 0秒のトリップが存在することは考えられない．この

原因の 1つとして，ETC2.0ではエンジンが ON・OFFさ

れた場合に前後約 500m のデータが削除するという処理

が考えられる．例えば 1㎞強のトリップでは，ある 1つ

のデータを残して他のデータが削除される場合がある．

その場合，残った 1点がトリップの起終点となり，旅行

時間が 0秒となることが考えられる． 

 

 

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
北海道 0.07 0.59 2.08 1.99 2.41
東北 0.42 0.07 0.58 0.42 0.55 0.59 0.44 9.20 2.78
関東 1.23 0.52 0.20 1.00 0.93 2.06 1.55 13.53 10.68
北陸 3.79 0.33 0.92 0.09 0.52 0.37 0.68 2.93 0.94
東海 2.27 0.51 0.99 0.52 0.13 0.58 1.15 2.87 5.81
近畿 1.07 1.93 0.39 0.56 0.19 0.69 0.86 3.08
中国 0.52 2.06 0.99 1.91 0.55 0.09 0.47 0.03
四国 2.46 11.54 3.78 2.97 0.76 0.62 0.08 0.59
九州 3.16 11.55 0.64 7.75 4.00 0.34 0.75 0.07
沖縄 0.01
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図-11 名古屋市中心部周辺におけるETC2.0サンプル率（小型車） 

       赤点は JR名古屋駅，黄点は伊勢湾岸道名古屋南 ICを示している． 

 

 
図-12 松山市中心部周辺におけるETC2.0サンプル率（小型車） 

   赤点は JR松山駅，黄点は松山道松山 ICを示している． 

 

サンプル率（%）

サンプル率 サンプル率（%）
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図-13 旅行時間の分布 

 

 

図-14 旅行時間の分布（3時間未満） 

 

 

図-15 旅行時間の分布（15分以下） 

 

(10) 高速利用率の比較 

 2 つのデータでの高速利用率について比較を行ってい

る．まず，表-6ですべてのトリップ数に対する高速道路

を利用したトリップの割合を算出している．ただし，道

路交通センサスのデータには高速道路を利用したか不明

なデータが0.5%存在したため，表-6のセンサスの部分を

足し合わせても 100％にはならない． 

次に，高速を利用する経路と一般道のみを通る経路の

両方が考えられるトリップについて高速利用率の比較を

行った．そのようなトリップとして，ベッドタウンのよ

うな郊外都市と県庁所在地が存在するような中心都市間

のトリップを設定している．また，例えば大阪市内でも，

旭区と住之江区間のトリップは一定の距離があり，かつ，

高速道路も整備されているため，上で述べた条件に当て

はまると考えられる．そのため，中心都市間のトリップ

についても含めている．郊外都市と中心都市の設定は東

京大学空間情報科学研究センターの都市圏ホームページ
19)を参照している．ここでは，まず都市雇用圏というも 

表-6 すべてのトリップに対する高速利用率 

 ETC2.0 センサス 
利用 27.5% 4.2% 

利用なし 72.5% 95.3% 

 

 

図-16 中心都市へのトリップの高速利用率 

 

のを定義している．都市圏は中心都市と郊外都市で構成

されており，中心都市はDID人口によって設定される．

DID人口が 1万人以上の市町村が中心都市となり，中心

都市への通勤率が 10%以上の市町村を郊外都市とする．

今回は，札幌・仙台・東京・新潟・名古屋・大阪・広

島・福岡の 8つの都市圏で分析を行った．その中で，郊

外都市および中心都市から中心都市へのトリップの結果

を図-16で示している．どの都市圏においても ETC2.0で

の高速利用率が非常に高いことが明らかとなった．この

原因としては，ITS スポットのほとんどが高速道路上に

設置されていることが一因であると考えられる．高速道

路の利用率に顕著な差が表れたと推測できる． 

 

 

４．結論 

 

 ここまでの分析から ETC2.0 の様々な特徴について把

握することができた．3章 2,4節で ETC2.0の小型車のサ

ンプル率については三大都市圏で大きくなり，地方で小

さくなるといった特徴を確認した．3章3,5節で，この結

果にはそれぞれの地域での所得の多寡と ETC2.0 のセッ

トアップ率，セットアップ率と ETC2.0 のサンプル率が

ある程度の相関関係にあることが影響している可能性も

明らかにすることができた．ただし，地方の都市におい

て何らかの理由でサンプル率が高くなっている場合も存

在した．一方，大型車については特性が明確にはできな

かった．大型車の交通量は特に景気の影響を受けやすく，

東日本大震災の復興事業の影響も受けていることが予想

される．このことはセンサスと ETC2.0 のデータの統計

年のずれが影響を与えた可能性もある． 

ITS スポットの設置場所が高速道路に偏っていること
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が，高速道路を利用するトリップの割合が ETC2.0 で大

幅に高いことや高速道路で ETC2.0 のサンプル率が高い

ことの理由と考えられる．これは，3章の 6,7,8,10節のよ

うに，高速道路において ETC2.0 のサンプル率が高くな

るといった特徴や，高速道路を利用する可能性の高い少

し離れた地域へのトリップでの ETC2.0 のサンプル率が

高いといった特徴を説明する根拠となりうる． 

3章 9節では，ETC2.0のデータには旅行時間が 0秒の

トリップが約 2%存在しており，発着地秘匿のためのデ

ータ削除が，旅行時間の分析などに影響を与えているこ

とを示唆した．  

 以上のような ETC2.0 データの特性を本研究で把握す

ることができた．ETC2.0 の特徴は ETC2.0 の問題点とも

なる．問題の解消方法として，例えば， ITS スポットを

一般道にも多数設置することで高速道路以外の道路でも

ETC2.0 サンプル率を上昇させることができるであろう．

ただし，費用などの制約もあり，容易に実施することは

できない．現状のデータから取得されていないトリップ

による集計量を推定して補完する方法論が開発できれば，

それに越したことはない． 

 本研究では，平成 22 年度の道路交通センサスデータ

を使用したが，平成 27 年度のデータが使用可能になれ

ば再び分析を行い，ETC2.0 の更なる特徴を把握するこ

とを今後の課題としたい． 

 

謝辞：本研究は国土交通省の平成 28 年度「道路政策の

質の向上に資する技術研究開発」における研究テーマ

「蓄積車両軌跡データの効率的活用のための階層型デー

タベースの構築」（代表：井料隆雅）において実施され
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